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１ 地域学校協働活動と地域学校協働本部とは何か

(１) 地域学校協働活動とは

地域学校協働活動とは、地域の高齢者、成人、学生、保護者、 PTA、NPO、民間企業、

団体・機関等の幅広い地域住民等の参画を得て、地域全体で子供たちの学びや成長を支え

るとともに、「学校を核とした地域づくり」を目指して、地域と学校が相互にパートナー

として連携・協働して行う様々な活動です。

(２) 地域学校協働本部とは

地域学校協働本部とは、より多くのより幅広い層の地域住民が参画し、緩(ゆる)やかな

ネットワークを形成することにより、地域学校協働活動を推進する体制として、平成２７

年の中教審の答申で提言されたものです。なお、連携の体制は様々な形態があり得るため、

地域学校協働本部について法律上の規定はありません。

中教審の答申に、地域学校協働本部の必須３要素 ①コーディネート機能 ②多様な活動

③継続的な活動が示されています。

① コーディネート機能

② 多様な活動（より多くの地域住民等の参画による多様な地域学校協働活動の実施）

③ 継続的な活動（地域学校協働活動の継続的・安定的実施）

(３) 社会教育法に規定された地域学校協働活動とは

社会教育法（最終改正平成２９年法律５号）抜粋

（市町村の教育委員会の事務）
第五条 市（特別区を含む。以下同じ。）町村の教育委員会は、社会教育に関し、当該地方の必要に応じ、予
算の範囲内において、次の事務を行う。
一～十二（略）
十三 主として学齢児童及び学齢生徒（それぞれ学校教育法第十八条に規定する学齢児童及び学齢生徒をい
う。）に対し、学校の授業の終了後又は休業日において学校、社会教育施設その他適切な施設を利用して行う
学習その他の活動の機会を提供する事業の実施並びにその奨励に関すること。
十四 青少年に対しボランティア活動など社会奉仕体験活動、自然体験活動その他の体験活動の機会を提供
する事業の実施及びその奨励に関すること。
十五 社会教育における学習の機会を利用して行つた学習の成果を活用して学校、社会教育施設その他地域
において行う教育活動その他の活動の機会を提供する事業の実施及びその奨励に関すること。
十六～十九（略）
２ 市町村の教育委員会は、前項第十三号から第十五号までに規定する活動であつて地域住民その他の関係
者（以下この項及び第九条の七第二項において「地域住民等」という。）が学校と協働して行うもの（以下「地
域学校協働活動」という。）の機会を提供する事業を実施するに当たつては、地域住民等の積極的な参加を得
て当該地域学校協働活動が学校との適切な連携の下に円滑かつ効果的に実施されるよう、地域住民等と学校
との連携協力体制の整備、地域学校協働活動に関する普及啓発その他の必要な措置を講ずるものとする。
（都道府県の教育委員会の事務）
第六条 都道府県の教育委員会は、社会教育に関し、当該地方の必要に応じ、予算の範囲内において、前条
第一項各号の事務（同項第三号の事務を除く。）を行うほか、次の事務を行う。
一～五（略）
２ 前条第二項の規定は、都道府県の教育委員会が地域学校協働活動の機会を提供する事業を実施する場合
に準用する。

（地域学校協働活動推進員）
第九条の七 教育委員会は、地域学校協働活動の円滑かつ効果的な実施を図るため、社会的信望があり、か
つ、地域学校協働活動の推進に熱意と識見を有する者のうちから、地域学校協働活動推進員を委嘱すること
ができる。
２ 地域学校協働活動推進員は、地域学校協働活動に関する事項につき、教育委員会の施策に協力して、地
域住民等と学校との間の情報の共有を図るとともに、地域学校協働活動を行う地域住民等に対する助言その
他の援助を行う。

社会教育法の改正により、第５条（市町村教育委員会の事務）に地域学校教育活動が規

定された。また、第９条の７に地域学校協働活動推進員（コーディネーター）が規定された。



そこに、「① 地域住民等と学校との連携協力体制の整備、

② 地域学校協働活動に関する普及啓発、

③ その他の必要な措置 を講ずるものとする。」と記入されている。

第９条の７には

第一項「教育委員会は～（中略）～地域学校協働活動推進員を委嘱することができる。」

第二項「地域学校協働活動推進員は、～（中略）～

① 教育委員会の施策に協力して、

② 地域住民等と学校との間の情報の共有を図るとともに、

③ 地域学校協働活動を行う地域住民等に対する助言その他の援助を行う。」

以上により、「地域住民等と学校との協力体制」とは、「地域学校協働本部」である

ことから、地域学校協働本部を整備することが、市町村教育委員会の仕事になりました。

(４) 地域学校協働本部のイメージ図（例）

図は、地域学校協働本部のイメージです。地域から学校へ向かう矢印は、学校の地域学

校協働活動に地域住民等が容易に参画できるように、地域学校協働本部がコーディネート

します。学校から地域に向かう矢印は、地域で子供たちが活動する場があるとき、子供た

ちから募集して、参加をコーディネートします。場合によっては、学校は教育課程の一つ

として授業として参加させることもあります。

(５) 地域学校協働本部の未来図

まず、このようなイメージで、どのように立

ち上げるか検討していきますが、将来的には、

この活動を通して地域の教育力が高まり、地域

での子供たちの活動の場が多くなり、学校だけ

が地域学校協働活動の特別な場ではなくなって

きます。すると、地域学校協働本部は右図のよ

うな姿に変わっていくと思われます。

「地域の未来を担う子供たちの育成」が地域

全体で行われるようになり、学校では、その育

成を担う負担が減少していって、今求められる

生きる力の育成に邁進できるようになることが

予想されます。



２ 地域学校協働本部の立ち上げ手順の例
(１) (仮称)地域学校協働本部設置委員会の設置

地域学校協働本部の立ち上げは社会教育部局が推進していきますが、地域住民や学校、

有識者、学校教育部局の意見を聞く必要があります。その場が(仮称)地域学校協働本部設

置委員会です。社会教育部局で(案)を作成、それを設置委員会に提案して意見を求めます。

(２) 各市町村の実情にあった地域学校協働本部の設置

地域学校協働本部の組織化については、市町村教育委員会が学校と協議しながら、市町

村の実情に応じて進めます。

本部の設置を、市町村に一つとするのか、あるいは地域ごと、中学校区毎、学校毎にす

るのかについては、自治体や学校規模等を考慮しながら、活動しやすい体制を考えましょ

う。

① 市町村に一つの本部 ③ 中学校区ごとにつくる本部

② 地域ごとにつくる本部 ④ 学校区ごとにつくる本部

(３) 地域の各団体個人の代表者を集めた説明会の開催

地域の各種団体や個人を代表する皆さんを集めて説明会を開きます。

代表者の皆さんに、地域学校協働活動の必要性やその基盤となる仕組みとしての地域学

校協働本部の設置を理解してもらいます。

また、地域学校協働本部のコーディネート機能について十分理解してもらうと、どのよ

うな人が構成員としてふさわしい適任者かわかります。今度集まってもらうときには、構

成員としてふさわしい方（適任者）に出席してもらうことをお願いします。



(４) 適任者を集めた地域学校協働本部設置準備会の開催

人が改まったので、再度の説明を行います。十分理解を得られたところで、その機能で

ある「コーディネート機能」について説明します。ここに集まった皆さんに、本部の構成

員として役割を果たしてほしいとお願いします。その場では了承を得ることは難しいので、

後日代表者を含めて協議して個々に了解を得る必要があると思われます。

(５)設立総会を開催して、準備会を本部に

構成員の了解を得られたところで、本部の設立総会を開催して地域学校協働本部を設立

します。その中で、構成員を本部委員として委嘱します。

(６) 地域学校協働本部のコーディネート機能

まず、地域学校協働本部で取り組んでほしいのは、学校で行われる地域学校協働活動へ

の地域住民の参画です。したがって、

① 各学校は、下記のような地域学校協働活動年間計画案 A を作成します。これを地域

学校協働本部に提出します。

② 地域学校協働本部は、この年間計画案 A を構成員の皆さんで協議して、どの団体個

人がどれを担当するのかを決めていきます。決まったら、コーディネートする引受団

体名・担当者名・担当者の連絡先を記入します。

③ この記入済みの年間計画案 C（次ページに示す。）により、地域学校協働活動が実施

されていくことになります。



A

(７) 地域学校協働活動年間計画案の作成手順

① 各学校は、年間計画案 A を年度初めに作成します。

② 各学校は、各学校が難なく依頼できるところは、引受団体名・担当者名・担当者連

絡先を記入しておきます。

③ 各学校の第一の支援者は PTA であることから、A を PTA 役員会で協議して、PTA で

できるところは PTA でします。できるところに引受団体名 PTA と記入して、担当者

名・担当者連絡先を記入します。記入したものが B です。

④ 各学校は、B を地域学校協働本部に提出します。

⑤ 地域学校協働本部は、各学校から提出された B を協議して、担当する団体個人を決

定して、引受団体名・担当者名・担当者連絡先を記入します。記入したものが C で

す。もし、空欄があれば実施できないところです。空欄ができないよう検討します。

⑥ 実施する場合は、まず実施数週間前に学校担当者が引受団体の担当者に依頼します。

引受団体の担当者は、当日、あらかじめ集めておいた支援ボランティアの皆さんを率

いて、地域学校協働活動を実施します。

⑦ 学校担当者と引受団体の担当者は、必要によっては、打ち合わせをしたり支援要請

カードをやりとりして理解を深め、円滑な実施に努めてください。

⑧ 実施後は、学校担当者と引受団体担当者と反省を行い記録に残して、次の実施に役

立てます。



B

C

(８) (仮称)地域学校協働本部推進委員会の設置

仕組を作った場合には、その機能が十分に発揮されるような経営的視点が求められる。

それを担うのが本委員会です。

構成員は、本部設置委員会の委員に加えて、自治体の（総務・住民自治・子育て・福祉

など）の関係部局を含めます。

(９) 地域学校協働活動推進員（コーディネーター）の委嘱と配置

ここでは、コーディネーターの配置にはあまり触れませんでしたが、本部毎に地域コー

ディネーターを委嘱して、説明会や地域学校協働本部の担当者とすることもできます。

注意！ 一人本部

コーディネーターを配置しただけで地域学校協働本部とすることは、コーディネーター
一人でコーディネート機能を担うわけですから、自身の持つネットワークばかりで人捜し
を行うことになり地域への広がりもなく、自身の人間関係を歪ませることにもなりかねま
せん。注意してほしいところです。



地域学校協働本部設置の流れ図

① 地域学校協働本部設置委員会を設置する。 (

② 各市町村の実情により地域学校協働本部の設置計画を作成する。 仮

地 称

・域 )

学 地

校 域

・ 町に一つ、地区、中学校区、各学校、その他 協 学

・ 本部の仕組と機能・構成員等について構想して計画する。 働 校

③ 地域の団体・個人の代表者を集めた説明会の開催 活 協

・ 本部設置区域別に開催する。 動 働

・ 本部設置区域の各種団体や個人の代表者に参加を呼びかける。 推 本

・ 地域学校協働活動や本部を設置する目的を皆さんに周知する。 進 部

・ 今後は、この説明会を地域学校協働本部設置準備会､第一回地域 員 設

学校協働本部会議として開催することを告げる。 の 置

・ 本部設置準備会には、本部の構成員としてふさわしい人材(適任 委 委

者)を出席させてほしいとお願いする。 嘱 員

④ ③で予告した地域学校協働本部設置準備会を開催する。 ・ 会

・ 本部の構成員としてふさわしい人材(適任者)が集まっている。 配 の

・ 最初の準備会では、①と同様な説明を行い、この活動の目的を 置 設

周知する。 置

・ 次の準備会でコーディネート機能の仕組を説明して理解を得る。

・ 適任者の皆さんに、本部の構成員となることをお願いする。

⑤ 地域学校協働本部設立総会を開催する。

・ 団体･個人の代表者・学校・行政を来賓として、地域住民を招い

て開催する。 (

・ ○○地域学校協働本部設置要綱を承認する。 仮

・ 本部委員を委嘱する。 称

⑥ 第一回○○校区地域学校協働本部会議を開催する。 )

・ 本部長、副本部長、その他必要な役員を選出する。 地

⑦ 第二回○○校区地域学校協働本部会議を開催する。 学

・ 各学校から提出された地域学校協働活動年間計画案を協議して、 協

コーディネートを行う。 働

⑧ (仮称)地域学校協働本部推進委員会を設置する。 本

・ その構成員は本部設置委員会委員に自治体の関係部局を加える。 部

・ 地域学校協働活動年間計画の完成後の５月及び年度末２月に開 推

催する。また必要に応じて開催する。 進

委

員

※ 設置区域別住民又は町全体の住民を対象に説明会を開催する。 会

・ どの範囲でどの時期にするかを検討する。③の説明会の後であ の

れば、代表者説明会参加者の協力を得て人を集めることができる。 設

・ 将来に地域を担う子供たちが、ここで心豊かに生きていくため 置

の能力や資質を育むために、皆さんの力を貸してほしいと願う。


